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Abstract
　The purpose of this study is to explore the determinative factors of choices in lifestyle, mental conflicts, and parenting 
strains by analysis of M-GTA. Participants in the study were a total of 19 mothers and data was collected by semi-struc-
tured interviews. At first, their choices in lifestyle were examined to be associated with their educational background and 
the timing of determining their lifestyles, their mother’s working styles, and subjective norms of their parents. And then, 
mother’s mental conflict and parenting strain in the middle of the storm called child-rearing were constitutionally founded. 
The result was that mental conflicts were organized in 4 categories; Meaning of work while raising children, Mean of 
mother’s raising children, Meaning of the presence of individuals, and Unavoidable conditions. And parenting strains were 
organized in 2 categories; Relationships with others and Self-acceptance as a mother. In addition, the determinative factors 
of choice in lifestyle were organized 3 in categories; Subjective norms and motivation to follow it, Attitude to be a mother, 
and Nurturing background. 12 mothers spoke out that they had determined their choices in lifestyle before graduation. 
This study showed that mothers’ choices in lifestyle were associated with subjective norms of their parents, but not associ-
ated with their educational background. In addition, this study displayed a process to lead mothers’ mental conflicts and 
parenting strains on their choices in lifestyle.
［Keywords］ choices in lifestyle, parenting strain, mental conflict, M-GTA
問　題
　日本は少子高齢化社会といわれ少子化問題については1990年代より国が取り組んでおり、現在は抜本的な改善に至ら
ないまでも働きながら子育てをしている家庭の子育て環境整備に力を入れている。厚生労働省（2011）は『平成22年版　
働く女性の実情』で子育て世代に当たる25～44歳の女性は、仕事と家事・育児の両立が困難であることを理由に求職活
動を行っていない者の割合が高く、こうした女性の就業希望を実現するためには仕事と家事・育児を両立できる環境の
整備が必要であるとしている。具体的に現在行われている施策としては就労継続を希望する母親に対しての保育所の待
機児童解消、母親の働き方に合わせた保育時間の延長、企業の育児支援体制の強化等であり、育児不安や育児ストレス
の軽減のための就労の有無に関わらず使用できる一時預かりや子育てひろばなどの子育て支援の充実である。
　しかし以前より我が国は M 字型労働力率に象徴されるように育児期に就労を継続する女性の比率は低く、三菱 UFJ
リサーチ＆コンサルティング（2012）の『育児休業制度等に関する実態把握のための調査研究事業報告書　平成2３年度』
によると、末子の妊娠・出産を機に退職した者の退職理由として女性（正社員）は、「家事・育児に専念するため、自発
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的に辞めた」が３4.5％で最も高かった。一方、「就業時間が長い、勤務時間が不規則」（26.1％）、「勤務先の両立支援制度
が不十分だった」（21.2％）と就業条件・環境を理由とした退職理由の割合も高く、内閣府男女共同参画局（2007）の発
表によると、第 1 子の出産・子育て時に仕事を辞めた人の27％は「体力・時間的に厳しかったから」としており、出産
した女性の 4 人に一人が仕事と子育ての負担の重さから、続けたかった仕事を断念しているという結果もある。従って
今後も育児と就労の両立を支える施策は必要不可欠であろう。しかしながら、「夫は外で働き、妻は主婦業に専念すべき
だ」と考える既婚女性の割合がこれまでの低下傾向から一転して増加したことが厚生労働省国立社会保障・人口問題研
究所（2008）の『第 4 回全国家庭動向調査』で明らかにされている。このように社会が多様化している中、それぞれの
女性の生き方の選択がもっと尊重されるべきではないだろうか。
　男女の職業・家庭優先性について、社会学的見地から Hakim（2000）は女性の新しい選好パターンとして、仕事志向
の女性：主な関心事が職業、政治、スポーツ等で男性と平等を追求するグループ、適応的な女性：職業も家庭も両立す
るようにバランスをとることを望むグループ、家庭志向の女性：職業に就きたがらず家庭と子どもを人生の主な関心事
とするグループという ３ つのグループに分かれ、その社会的基盤には、①避妊法の獲得、②機会均等化、③ホワイトカ
ラー職の拡大、④家庭を優先する人向けの職の創出、⑤自由な個人ライフスタイルの尊重という歴史的変化があると指
摘している。また心理学的見地から女性のライフスタイルの選択について、女性が本質的に主婦になること、キャリア
を持つことの選択権をもっていると位置づけ、期待－価値理論の枠組みにより検討した Sperber,Ajzen & Fishbein（1980）
は、女性の将来のライフスタイルを達成するための設計や意図として二つの職業、すなわちキャリア追求、家庭育児優
先の方向を概念化し、Fishbein の行動の選択意図を予測するモデル（1980）によって女性のライフスタイルの選択意図
がその態度に対する行動信念と主観的規範、その人にとって重要な他者に従う動機の強さ等から規定されていることを
示している。また、我が国においては育児期女性の就労継続・退職について、職種、就労状況、家族形態、学歴、夫の
収入などの社会経済的な要因の他、家族や仕事に対する女性自身の価値観、感情といった心理的要因が影響しているこ
とが指摘されている（冨田，1998；新谷，1998；小坂・柏木，2007）。心理的要因として、（ 1 ）冨田は職業に対する志
向性、（ 2 ）新谷は性役割意識、（ ３ ）小坂・柏木は「家庭優先」「やりがいのある仕事」「自立志向」「夫や夫の親からの
就労反対」「夫の家事育児サポート」「自分の親や周囲からの育児サポート」といった 6 つの要因を見出している。しか
しそれらの研究についてはまだ十分整理されておらず、女性のライフスタイル選択の規定要因をより明確にしていく必
要がある。
　そうした中で、女性のライフスタイル研究において加藤・小倉・安立（2011）は四年制大学進学女性の母親の職業観・
結婚観・子育て観といった価値観と選択したライフスタイルとの関連を検討している。その結果、対象者である大学卒
業生の子育て観としては「子どもがいたら仕事は辞めるべき」というものが非常に強固であったという。また柏木・永
久（1999）は、女性における子どもの価値が普遍的なものでなく社会経済的状況と密接に関連していると指摘し、子ど
もは「授かる」ものから「つくる」ものとなっていること、その上で女性が子どもを産む際の動機・理由として「情緒
的価値」、「条件依存」「自分のための価値」「社会的価値」「子育て支援」という 5 要因を明らかにした。そして母親が子
どもに対してより精神的価値を強く求める一方で親としての子どもへの価値や期待が母親の子育てに向かう姿勢にも影
響を与えていることを指し示した。さらに子どもに対する親としての価値観が子どもへの期待となって発現するメカニ
ズムを社会階層との関連において検討した社会学研究では母親の学歴、職業によって重視する価値に違いがあることを
明らかにしている（中井，1991）。そして、実際に就労しながら子育てをしている母親たちは「自分で育てること」への
強い思いと「人生における自己実現」の狭間でその多くが再就労や就労継続にあたってさまざまな葛藤を経験している
（百瀬・浅賀・三浦，2010）。これらの結果は、現代の母親にとっての子どもへの価値や期待といった子育て観、子ども
への思いが母親自身のライフスタイル選択に関与することを示唆している。
　一方、女性の発達研究においては、女性のライフスタイル選択の重要な先行要因として児童期の社会化の経験をあげ、
児童期と青年期の母親の就労の有無が一貫して自身のモデルとなっている（東・柏木・高橋，199３）こと、実母の就労
形態が母親の就労形態や伝統的性役割観と関連性があることも明らかにされている（日下部，2009；山下，2002；先本，
2007）。さらに先の Fishibein のモデルについても井上（1999）が態度研究を概観しながらこのモデルは態度と社会的要
因（主観的規範）を変数として考慮した数少ないモデルであるとその有用性を示しつつも、Betler & Speckart（1979）
の拡張モデルにより示された過去の行動という要因なども考慮する必要性を述べている。したがって、母親自身の被養
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育期の実母の就労形態や実父母の主観的規範がどのように実際の母親のライフスタイルの選択に関連しているのかを検
討することも忘れてはならない。それらをふまえて女性のライフスタイル選択に関連するであろう要因を抽出し検討し
ていくことは、子育て期を通じた女性のライフスタイルの形成という観点からどのような支援や社会的資源が必要かを
私たちに示してくれるのではないかと考える。
　そこで本研究ではまず母親の心理的な要因として子育て期の葛藤および子育ての負担感をとりあげ、母親のライフス
タイル志向を先行研究にならって概念化し、母親の学歴、実母の就労形態および、実父母の子育ての主観的規範とライ
フスタイルの志向との関連を検討する。調査対象者については、就労の有無を問わず子どもの成長に伴って自身の就労
の選択プロセスを経験している母親に対して調査の依頼を行い、了解を得られた母親に半構造化面接を実施する。それ
らのデータから、第一に母親のライフスタイル志向と自身の学歴およびライフスタイル選択を検討した時期について考
察する。また、母親のライフスタイル志向と実母の就労形態・実父母の子育ての主観的規範および子育て期の葛藤の有
無との関連を調べる。第二に木下（200３,2007）の修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ（以下、M-GTA と記
す。）を参考にしながら母親のライフスタイル選択に関与する要因と子育て期の葛藤が生じる要因についてそれぞれ分析
し、得られた結果をもとに検討を加える。第三には同様の分析により子育ての負担感の構成概念を抽出し、そこから母
親のライフスタイル志向と子育て期の葛藤および子育て負担感の生じるプロセスを検討する。
方　法
１ ．分析対象者
　小学生以上の子どもを持つ東京都・神奈川県内に在住する母親で、本研究の主旨を説明し、インタビューに協力する
意思を示した母親20名を対象に半構造化面接を実施した。対象者年齢は３0歳～56歳（平均年齢47.0歳　SD ＝4.97）、第 1
子の年齢は 9 歳～27歳。覚対象者に対して主観的経済状況を下の下～上の上という 9 段階を設定して調査を行い、その
うち経済状況が中の下以上と答えた19名の母親を分析対象とした。
２ ．面接方法
　面接は半構造化面接を採用した。手続きはインタビュアーと 1 対 1 で、あらかじめ用意しておいたこれまでの研究で
使用されている質問項目等を対象者に提示し、それを参考資料としながら 1 時間程度の面接を実施した。面接ではイン
タビュアーからの質問事項に対して自由回答とした。また対象者の了解を得た上でその面接場面を録音した。質問内容
は以下の通りである。
⑴　母親の属性：年齢、学歴、家族構成と子どもの数と長子の年齢、結婚年齢と出産年齢
⑵　家庭の経済状況・就労状況など：母親の主観的経済状況、自身の就労状況の変遷と再就職している場合はその時期、
対象者が就学前の実母の就労状況
⑶　対象者の実父母の主観的規範
⑷　心理的要因：①自身のライフスタイルの選択意図とそれらを考えた時期、②学業終了後からの就労状況の変遷と葛
藤の有無、③実際の子育てで負担に感じたことをそれぞれ自由に口述してもらった。
3 ．分析方法
　母親のライフスタイル志向と自身の学歴およびライフスタイル選択を検討した時期、ライフスタイル志向・実母の就
労形態・実父母の主観的規範・葛藤の有無については、それぞれクロス集計してその傾向を調べる。インタビュー内容
の分析方法は M-GTA 分析を参考としながら、まず面接時の録音データを逐語録として書き出して読み込んでいき、概
念を生成するとともにサブカテゴリー、カテゴリー化していく。さらに、それらをもとにしてストーリーラインを作成
していく。ここでは、本研究の目的に則して母親のライフスタイル選択に関連すると思われる要因と子育て期の葛藤、
子育ての負担感についてそれぞれの構成概念を明らかにし、それらをふまえた上で母親のライフスタイルの変遷のプロ
セスを図式化して検討する。
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4 ．各概念と質問項目について
　実母の就労形態：就労形態をフルタイム、自営、パート、専業主婦で示し、母親が養育されていた頃の実母の就労形
態について質問し、自由な回答を促した。この質問を設定した理由は、母親のライフスタイル選択にあたっては実母の
就労形態が関連しているのではないかと考えたからである。
　実父母の主観的規範：主観的規範とは重要な他人（家族など）がどの程度その行為を期待しているかという概念
（Bohner, 2001）である。ここでは母親にとってより身近で子育ての支援者としても重要な位置づけを占める存在として
出生家族である実父母をとり上げ、母親が認識している実父母の主観的規範を母親のライフスタイル志向に準じ、母親
の語りから分類する。
　母親のライフスタイル志向・ライフスタイル選択の時期およびそれに伴う心理的葛藤の有無：女性の一生にわたる発
達パターンの研究では、主に職業と家庭の生活にどう対処していくのかという問題を取り扱っている（柏木，199３）。そ
こで本研究では Sperber ら（1980）の研究を参考にして、（ 1 ）職業に就くことよりも家庭・子どもの事を人生の主な
関心事とし自分の仕事より子育てを優先したい母親を「子育て優先志向」、（ 2 ）社会に出て職業に就きその仕事でキャ
リアを積むことを人生の主な関心事とし、子育てよりも仕事を優先したい母親を「仕事志向」、（ ３ ）子育てと仕事のど
ちらかには決められないという母親を「両立志向」、（ 4 ）そういったことを考えたことがないと返答した母親は「なし」
とした。また、自分のライフスタイル志向を検討した時期について具体的に回答を求め、それに伴う葛藤の有無につい
ても自由に述べてもらった。
　子育ての負担感：育児関連のストレス認知を調べるために、中嶋・齋藤・岡田（1999）が開発した「育児負担感指標」
8 項目を参考にした。この 8 項目を母親に提示し、子どもが就学前に母親自身が経験した子育ての負担感がどのような
ものであったかを自由に述べてもらった。
5 ．インタビュー実施期間
　2012年 8 月から 9 月。
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結果と考察
１ ．母親の属性とライフスタイル志向
　母親の属性として年齢・家族構成・学歴・子どもの数と長子の年齢・結婚年齢と出産年齢を、また母親のライフスタ
イル志向及び検討時期、就労形態（再就労の時期）、また対象者が就学前の実母の就労状況と実父母の主観的規範、さら
に現在家庭における母親の主観的な経済状況についての聞き取り結果を Table 1 に示す。
２ ．母親のライフスタイル志向・学歴およびライフスタイル選択の検討時期
　母親のライフスタイル志向については学歴を問わず、子育てと仕事のどちらかには決められないという両立志向は 4
名、自分の仕事より子育てを優先したいという子育て志向の母親は12名、何も考えていなかったという「なし」と答え
た母親は ３ 名だった。仕事を優先したいと答えた母親はいなかった。短大・専門学校卒の母親は 6 名でそのうち 1 名が
志向なし、 5 名が子育て優先志向であった。大卒の母親は11名中両立志向が ３ 名、子育て優先志向が 7 名、志向なしが
1 名であった。大学院卒の 1 名は両立志向、高卒の 1 名は志向なしであった。短大・専門学校卒と大学卒の女性はどち
らも子育て優先志向の母親が多かった。また検討した時期に関しては大学卒業までの間に12名が検討、結婚時が 1 名、
仕事に就いてからが ３ 名、何も考えず成りゆきに任せていたが ３ 名であった。従って19名中12名の母親が社会に出る前
Table １ 　対象者属性とライフスタイル志向等
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には漠然とでも将来のライフスタイルの見通しをたてていることが示された。Table 2 にその結果を示す。各対象者を
1 から19までの番号で示した。
3 ．母親のライフスタイル志向・実母の就労形態・実父母の主観的規範・子育て期の母親の葛藤の有無
　母親のライフスタイル志向・実母の就労形態・実父母の主観的規範・子育て期の母親の葛藤の有無について得られた
回答をクロス集計した結果を Table ３ に示す。
　Table ３ の表中の○で囲んである対象者（ 7 ・ 8 ・10・16）は、実際の子育てに直面してライフスタイル志向が変化
している。実母が専業主婦あるいは子育て専業後パート就労している母親は1３名でそのうち母親が子育て優先志向の者
は 7 名、両立志向は 4 名、仕事志向は 0 名、志向なしが 2 名であった。次に母親自身のライフスタイル志向と実父母の
主観的規範を比較すると、実父母の主観的規範が子育て優先志向という母親は15名、そのうち母親自身も子育て優先志
向である場合は10名、両立志向が ３ 名、志向なしが 2 名という結果であった。実父母の主観的規範が両立志向という母
親は 4 名で、そのうち母親も両立志向であるのは 2 名、子育て優先志向が 1 名、志向なしが 1 名であった。したがって
実父母の主観的規範と自身のライフスタイル志向が一致している対象者は19名中12名であった。また、上記の内の志向
Table ２ 　母親のライフスタイル志向・学歴およびライフスタイル検討時期
Table 3 　母親のライフスタイル志向・実母の就労形態・実父母の主観的規範・葛藤の有無
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なしの母親の就労形態は、 ３ 名とも実母の就労形態と一致していた。
　一方、子育て期の母親の葛藤の有無では、ライフスタイル志向と実父母の主観的規範が一致しながらも心理的葛藤を
経験している対象者 8 は、「子育てに専念する時がくるだろうと思っていた。でも仕事を始めてから母のようにできな
い。」と感じるようになったと答え、ライフスタイルを子育て優先志向から両立志向に変更した。対象者10は、「働くの
が当たり前と思っていたが病気をもって生まれた子どもへの罪悪感と他の子への我慢を強いること、夫の転勤など、自
分のことを考える余裕がなかった。」と答え、ライフスタイルを両立志向から子育て優先志向に変更した。対象者16は、
「最初に就職した時は寿退社が前提。でも 5 年後には仕事楽しいなと思った。妊娠で辞めなければならなかった時、残念
だな、続けたいなと思った。」と答え、ライフスタイルを子育て優先志向から両立志向に変更している。そのため出産 2
カ月後には仕事を再開し同時に実父母の支援を受け大学院に通い仕事のスキルを高めようと考えた。
　実父母の主観的規範と母親のライフスタイル志向が一致していない母親のうち対象者1３は、「忙しい母は好きではな
かった。幼稚園のお迎えにきていないと淋しかった。母親らしく子どもが帰って来るときは家にいてあげたいと思っ
た。」という理由で、対象者14は、「必要以上に罪悪感があったわけではないが保育園に対する先入観、自分の目標達成
のために子どもを預けることに世間がなぜ？という目でみてくる、保育園の先生も自分たちに厳しかった。」という理由
で、対象者19は、「専業の母をみていて楽しいのかな？働いている友だちのお母さんがカッコよく見えた。」というそれ
ぞれの理由で自分と実母とを比した時に生じた否定的な感情や評価から葛藤を経験している。また、実父母の主観的規
範と母親のライフスタイル志向が一致していない母親でもそこに葛藤がない対象者 7 は、「意識して選んだわけではない
が、気がつけば母と同じようにしていて、無意識にならっている感じ」と述べ、自分のライフスタイル志向を「無意識
のうちに」気がつけば自身も実母と同じように子育てをしていたと、実父母の主観的規範に準じるよう自身の当初のラ
イフスタイル志向を変更していた。
　M-GTA 分析により、母親のライフスタイル選択に関与している要因を付表 1 に、子育て期の葛藤の要因を付表 2 に、
子育ての負担感の要因を付表 ３ に示す。
　母親のライフスタイル選択に関与している要因には、（ 1 ）【伝統的性役割分業観】、【家族の価値観に準じる動機の強
さ】といった概念から構成される〈主観的規範とそれに従う動機〉カテゴリー、（ 2 ）【母親役割への関与度】、【自分で
子育てをすることへのこだわり】といった概念から構成される〈母親としての態度〉カテゴリー、（ ３ ）【モデルとして
の実母の就労状況】、【自分が育ってきた環境】、【実母への肯定的・否定的感情認知】といった概念から構成される〈母
親の被養育経験〉カテゴリーという ３ つのカテゴリーが見出された。
　また子育て期の葛藤については、（ 1 ）［夫の育児への関与の度合い］、［仕事と子育てとのバランス］といった概念か
ら構成される【条件依存】というサブカテゴリー、（ 2 ）［職場の援助や助言］、［働くことへの実家の理解と支援］といっ
た概念から構成される【社会的な承認と支援】というサブカテゴリー、（ ３ ）［仕事への関心と働くことへの肯定的評
価］、［社会への所属感］、［仕事を継続することの意味］、［母親が働くことについての子どもへの影響］といった概念か
ら構成される【ライフワークの中の位置づけ】というサブカテゴリー、（ 4 ）［夫や夫の家族の性役割分業観］、［保育所
利用の否定的評価］という概念から構成される【母親役割従事の促進】というサブカテゴリー、（ 5 ）［子どもへの思い
入れ］、［実生活での両立は難しいという認知］といった概念から構成される【子育てへの傾倒】というサブカテゴリー、
（ 6 ）［子どもとの距離感］、［子育ての位置づけ］といった概念から構成される【母親としての立場】というサブカテゴ
リー、（ 7 ）［母親役割以外の自分の存在］、［自身の存在価値］といった概念から構成される【個としてのアイデンティ
ティ尊重】というサブカテゴリー、（ 8 ）［予期せず事情］、［環境の変化］という概念から構成される【不可避な出来事】
というサブカテゴリーを抽出し、上記（ 1 ）、（ 2 ）、（ ３ ）のサブカテゴリーから〈子育て期の就労の意義〉というカテ
ゴリー、（ 4 ）、（ 5 ）のサブカテゴリーから〈自分で育てることの意義〉というカテゴリー、（ 6 ）、（ 7 ）のサブカテゴ
リーから〈個としての存在意義〉というカテゴリー、（ 8 ）のサブカテゴリーから〈不可避条件〉というカテゴリーを見
出した。
　さらに子育ての負担感については、面接時、対象者らは提示した育児負担感指標の「児に対する否定的感情の認知」
と「育児に伴う母親自身の社会的活動制限」の項目を参考にして、それらをもとにより多岐にわたる内容を語った。そ
れらを M-GTA 分析により概念化し整理した結果、（ 1 ）［子育てに関しての考え方の違いからくる夫との関係性の悪
さ］、［自分と子どもに価値観のずれがあることへの気づきと受容］、［子どもを介しているがゆえの親同士の付き合いの
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難しさの認知］という概念から構成される【他者の価値観の受容】といったサブカテゴリー、（ 2 ）［母子での孤立した
生活からくるストレスなどのネガティブな精神状態］、［母親が必要としている時に適当な預け先がないための不便さと
苦痛］といった概念から構成される【必要な支援の不足】というサブカテゴリー、（ ３ ）［子どもに対する否定的な感情
の認知］、［子育てから生じる否定的な自分の感情との折り合い］といった概念から構成される【ネガティブな感情認知】
というサブカテゴリー、（ 4 ）［自分のために使える時間のなさ］、［子どもと関わる時間の少なさの認知］といった概念
から構成される【時間的余裕のなさ】というサブカテゴリー、（ 5 ）［個人としての自由と行動の制限］、［子ども優先の
生活で感じるストレス］といった概念から構成される【社会活動の制限】というサブカテゴリーをそれぞれ抽出し、さ
らに（ 1 ）、（ 2 ）のサブカテゴリーである【他者の価値観の受容】、【必要な支援の不足】から〈他者との関係性〉とい
うカテゴリーを、（ ３ ）、（ 4 ）、（ 5 ）のサブカテゴリーである【ネガティブな感情認知】、【時間的余裕のなさ】、【社会活
動の制限】から〈母親としての自己の受容〉というカテゴリーを抽出した。これらをふまえ、以下にストーリーライン
を示す。
〈ストーリーライン〉
　「寿退社や子どもができたら会社を辞めるのが普通」という不文律のある職場があたり前だった時代から、そうではな
く「子どもを産んでも仕事を続ける女性がでてきた」時代への変化を感じる中で、女性は子育て優先・子育てと仕事の
両立あるいは仕事優先というライフスタイル志向を早い時期から検討していた。自身のライフスタイル選択にあたって
は、自分が養育された時の【モデルとしての実母の就労状況】や【自分が育ってきた環境】、【実母への肯定的・否定的
感情の認知】が〈母親の被養育経験〉として、また身近な人々の【伝統的性役割分業観】や【家族の価値観に準じる動
機の強さ】が〈母親の主観的規範とそれに従う動機〉を形成し、無意識あるいは意識的に自身のライフスタイルの選択
に関与している。また、【自分で子育てすることへのこだわり】や【自身の母親役割への関与度の強さ】といった〈母親
としての態度〉の度合いにより、就労継続のために子どもができても両立ができそうな会社への就職や出産の時期の調
整を考えている母親もいれば【仕事と子育ての両立を選択することをあきらめる社会の性役割分業観】が薄れつつある
社会の変化を認識しつつも積極的に子どもが小さいうちは自分の手で育てることを望み自身のライフスタイルを選択し
ていた。
　実際に子育て期に入ると、［夫の育児への関与の度合い］や職場の育児支援制度が充実している［仕事と子育てとのバ
ランス］がとれるかどうかといった【条件依存】的な側面や、［働くことへの実家の理解と支援］や困った時、悩んだ時
の［職場の援助や助言］といった【社会的な承認と支援】の有無が就労継続を不安定なものにし、葛藤を生じさせてい
た。しかし［仕事への関心と働くことへの肯定的評価］や働くことでの［社会への所属感］をもつことができる母親、
あるいは子育て中も［仕事を継続することの意味］を見出し、［母親が働くことについての子どもへの影響］を肯定的な
ものとしてとらえることができる母親は、〈子育て期の就労の意義〉を十分に認識していた。反対にさまざまな事情で条
件が満たされず、社会的な承認・支援が得られない母親は葛藤を生じ、自身のライフスタイル志向を見直すことになる。
　一方、子育て中の母親は［夫や夫の家族の性役割分業観］や小さいうちから子どもを保育所に預けて働くことについ
て［保育所利用の否定的な評価］を受けることが【母親役割従事の促進】となり、自分が産んだ［子どもへの思い入
れ］、［子育てと仕事の両立は困難］という認知が母親を【子育てへ傾倒】させ、母の〈自分で育てることの意義〉を確
固としたものにする。だが、自身の［子どもとの距離感］や［子育ての位置づけ］という【母親としての立場】のあり
方、さらには［母親役割以外の自分の存在］、［自身の存在価値］という【個としてのアイデンティティ尊重】を考えた
時に意識された〈個としての存在意義〉と先の〈自分で育てることの意義〉、〈子育て期の就労の意義〉から葛藤を抱え、
それを軽減しようとライフスタイルそのものを捉えなおそうとする。
　子育て中の負担感としては、［子育てに関して考え方の違いからくる夫との関係性］や、［子どもとの価値観のずれ］、
［子どもを介した親同士の付き合い］といった【他者の価値観の受容】という課題や［孤立した生活によるネガティブな
精神状態］、［必要な時の預け先の有無］が【必要な支援の不足】を感じさせることから、〈他者との関係性〉が負担感を
形成していた。また、［子どもに対する否定的な感情の認知］と［相反する自分の感情との折り合い］に悩むなど日々の
子育てで【ネガティブな感情の認知】すること、［自分のために使える時間のなさ］、［子どもと関わる時間の少なさの認
知］により生活の中の【時間的余裕のなさ】、［個人としての自由と行動の制限］、［子ども優先の生活で感じるストレス］
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から生じる【社会活動の制限】を感じることが、〈母親としての自己の受容〉という負担感につながっていた。
　選択したライフスタイルの実践においては、母親自身が抱える葛藤あるいは負担感を軽減する方向にライフスタイル
を見直しながら、子どもの成長とともにそれぞれのライフスタイルを継続あるいは変更しながら次のステージに移行し
ていくというプロセスであった。
　以上のストーリーラインをもとに Fig.1に母親のライフスタイル志向と子育て期の葛藤および子育ての負担感の生じる
プロセス図を示す。
総合考察
　百瀬ら（2010）は再就労をめぐっての葛藤の有無に影響する要因として、［自分で育てることの意義］、［子ども最優
先］という概念をみいだしているが、本研究でも母親のライフスタイル選択時においても、その後の子育て期も一貫し
て［自分で子育てをすることへのこだわり］や［子どもへの思い入れ］を前提に語る母親が多数いた。そのことは仕事
志向と答えた母親がひとりもいなかったことからも伺える。また子どもの成長により母親役割が相対的に減少する就学
時や中学進学にともなって社会に取り残されるのではないかという危惧を抱えながら再就労をする母親が多くみられた
が、そこでも「子育てに支障のない範囲で」との限定つきであった。しかし一方で母親たちは〈子育て期の就労の意義〉
を肯定的にとらえているため、就労継続や再就労にむけて心理的な葛藤を抱えつつも積極的にそれを軽減する方向にラ
イフスタイルを検討していた。
　Hakim（2000）は仕事志向の女性が 2 割、適応的（両立志向）な女性が 6 割、家庭（子育て）志向の女性が 2 割とい
う ３ つのグループに分かれるとしたが、本研究では仕事志向と答えた女性はおらず、子育て優先志向が半数以上だった
ことは、我が国の労働力率が未だに M 字型カーブから脱することができない要因であろうか。
　母親のライフスタイル選択に関与する要因については、母親の語りの中から Fishibein の行動の選択意図を予測する
モデルの要因と類似する【主観的規範とそれに従う動機】、【母としての態度】という 2 要因に加えて本研究では【母の
被養育経験】という ３ つ目の要因を抽出した。モデルでは言及されていない【母の被養育経験】は ３ つのサブカテゴリー
から構成されているが、［モデルとしての実母の就労状況］というは日下部（2008）の幼児期に実母が就労していたかど
うかが女性の出産後の就労形態意識に影響しているという結果や山下（2002）の母親が専業主婦である者の伝統的性役
割志向が強いという結果、また先本（2007）の性役割観やライフコース観において母親が娘のロールモデルになってい
るという結果を支持するものである。Fishbein のモデルはさまざまな検討がされる中で、Bentler & Speckart（1979）
などによって検討された「過去経験」という要因が組み込まれている拡張型モデルなども取り入れ修正していく必要性
を示唆している（井上，1999）。今後は本研究であらたに見出された【母の被養育経験】という要因をふまえ、この拡張
型モデルでの検討も必要であろう。
Fig. １ 　母親のライフスタイル志向と子育て期の葛藤および子育ての負担感の生じるプロセス
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　また母親の負担感について、百瀬ら（2010）は母親が子どもへの強い思いをもちつつも［時間的・行動的制限］によ
り思ったことができないために〈育児ストレス〉を持っているが、それらは母親自身がどうとらえるかで育児不安やス
トレスの感じる度合いが違うのではないかとしている。本研究においても、【時間的余裕のなさ】、【社会的活動の制限】
といった子育て負担感をもちながらも自ら積極的に子育てに関わっている母親は負担感を軽減するために自身の中で葛
藤を経験しそれを自身の意義に照らし合わせながらそれらを解消させるように次のステージに移行していく。そうした
プロセスについてはより詳細な検討が必要であろう。
　さらに、育児期の女性の就労継続・退職を規定する要因として、小坂・柏木（2007）は「家庭優先」「やりがいのある
仕事」「自立志向」「夫や夫の親からの就労反対」「夫の家事育児サポート」「自分の親や周囲からの育児サポート」の 6
要因、新谷（1998）は性役割意識を、冨田（1998）は職場環境の整備が就労継続に関連していると指摘しているが、本
研究においても、母親のライフスタイル選択に［伝統的性役割観］という要因が、子育て期の葛藤の要因である〈子育
て期の就労の意義〉に［夫や夫の家族の性役割観］、［夫の育児への関与の度合い］、あるいは［働くことへの実家の理解と
支援］、［職場の援助や助言］といった 4 要因が関与していた。そしてこれらの要因を母親なりに意味づけすることによっ
て自身のライフスタイル志向を検討している様子は非常に興味深い結果であった。しかし、本研究ではあくまで限られ
た人数の母親の語りの中で得られたものである。今後はこうしたインタビュー面接で得た個々の事例からの質的検討に
より得られた結果をふまえ、母親のライフスタイル選択の要因、子育て期の葛藤の内容、育児負担感等の要因を精査し、
量的研究にもつなげていくとともに、女性の生涯を通じてのライフスタイル形成プロセスを検討していきたい。
付表 １ 　母親のライフスタイル選択に関与している要因
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付表 ２ 　子育て期の葛藤の要因
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付表 3 　子育ての負担感
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